
◆4 番（平野利和君） おはようございます。公明党の平野利和です。議長のお許しをいた

だきましたので、通告順に従って質問させていただきます。 

 第 1 番目として、災害時避難誘導体制及び災害地へのボランティア派遣について。①と

して防災教育について、2 番目、ハザードマップの現状、3 番目、ボランティア派遣につい

てであります。 

 質問の前に、本年 7 月 15 日付で、命のカプセルが 65 歳以上の方のおられる世帯に配ら

れました。皆様が、大変いいことですねと喜んでもらえておりますことを報告しておきます。

それと、趣旨が御理解されていない方もおられますので、何回となく説明をしていただいて、

無駄にならないようにお願いをいたします。 

 さて、最初に、防災教育についてであります。6 月議会には、3 月 11 日の東日本大震災

を受けて、数々の防災対策の質問が相次ぎました。雲仙市民の方々の生命を守らなくてはと

の思いから、我々議員は質問させていただきました。 

 今回、私が質問するのは、岩手県釜石市では、以前から行っていた防災教育により市内の

小中学生のほぼ全員が無事であった。釜石市は津波被害により、死者行方不明者が 7 月末

時点で 1,173 人に上りました。その中で、市内の小中学生約 3 千名のうち 99.8％が難を逃

れ、釜石の奇跡と呼ばれております。まさに防災教育の重要性を物語る出来事でした。 

 同市では 2005 年から、群馬大学の教授とともに津波防災教育に取り組み、2008 年には

文科省の防災教育支援モデル地区に設定されております。教授は徹底して、①想定を信じる

な、②ベストを尽くせ、③率先避難者たれの三原則でした。 

 実際、地震発生直後には、先生の指示よりも早く避難を始めた生徒や事前に決めていた避

難場所を危険と判断し、率先して高台に避難、誘導した生徒がいるなど、防災教育に基づく

行動が奇跡を生んでおります。また、生徒の親で亡くなった人数と市内全体で亡くなった人

数の割合を比較しても、生徒の親のほうが少ないという結果が報告されております。 

 同市の取り組みは子どもを通じ、家庭や地域社会への防災意識の向上につながった注目

すべき事例ではないのでしょうか。雲仙市において、防災教育はどのようにされております

か、お尋ねをいたします。 

 あとの質問、有明海シャトルライナー、期日前投票、がん治療、介護保険事業は自席での

質問とさせていただきます。的確な答弁お願いいたします。 

○議長（石田德春君） 奥村市長。 

◎市長（奥村愼太郎君） 平野利和議員の御質問に答えさせていただきます。 

 防災教育のあり方についての御質問でございますが、市といたしましては、東日本大震災

の教訓を踏まえ、自分の命は自分で守る、一刻も早くより安全な場所に避難することを念頭

に、児童生徒の安全確保を最優先させることを第一に考え、あらゆる想定を考慮した避難経

路等の災害対策につきまして取り組む必要があると考えております。 

 先程、平野議員が御指摘になりました群馬大学大学院の片田敏孝教授の、知識ではなく姿

勢を与える教育の重要性を実施されておりますけれども、このことについても、従来私ども



が経験値あるいは形式的になりがちでございました避難訓練において、やはり 3・11 の災

害を基本に考え、そしてまた先程 3 点御指摘なさいましたけれども、そういったことも踏

まえれば、これからはやはり実践に応じた、そしてまたその時その時の時期に応じた形での

災害避難訓練というのを実践しなければならないというふうに思い至るわけでございまし

て、まだまだ私どもがそれに想定した訓練をやっていないと反省も踏まえながら、今後実践

に応じた形での訓練の確立ということに努めていかなければならないということを考えて

いるところでございます。 

 以下の答弁は関係機関より答弁させていただきたいと思います。 

○議長（石田德春君） 山野教育次長。 

◎教育次長（山野義一君） 失礼します。現在、学校における安全教育は、平成 20 年 3 月、

文部科学省が告示した学習指導要領に基づき、教育課程の中で計画的に実施しております。

特に、安全指導計画、防災計画等をもとに、火災や地震時の避難訓練、不審者対策訓練を実

施し、災害等に対する対応について力を入れて指導しているところです。 

 さて、今回の東日本大震災を受け、今年度当初に、災害時の避難経路や緊急時の対応の確

認などの安全点検を実施するとともに、児童生徒への防災教育や教職員の意識向上等につ

いて改めて指導するよう各学校へ通知いたしました。 

 加えて 6 月には、雲仙市地域防災計画を各学校へ送付し、津波の際の避難方法や経路等

を含めた学校安全計画、防災計画等の見直しを図るよう指導しております。 

 このように学校における安全教育については、児童生徒の安全確保を最優先させること

を第一に、学習指導要領や安全防災計画、これまでの通知等に基づき、教科、特別活動等で

の指導及び各学校の実態に応じた避難訓練等の実施など適切に行われております。今後も

校長研修会、教頭研修会での指導や各学校への通知等を通して、教職員や子どもたちの危機

管理意識の向上を図りたいと考えております。 

 あわせてこれまで以上に子どもの命の確保を最優先した避難を行うことや、子どもであ

っても自分の命は自分で守ることなど、避難時において子どもたちが発達段階に応じて主

体的に行動できるよう、釜石の軌跡と呼ばれた岩手県鵜住居小学校、釜石東中学校における

防災教育等を参考にしながら、災害時での子どもたちの適切な判断力等の育成に向けて各

学校の指導を徹底させていきたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） 今、防災教育等に取り組むということを教えていただきましたけど

も、もう一つ、事例で宮城県石巻市のある小学校では、生徒の約 7 割が死亡、行方不明にな

っておるそうです。市教育委員会から今お話がありました防災危機管理マニュアルで、津波

時の避難場所を決めておくよう指示があったにも関わらず、具体的な避難場所を決めてい

なかったことが問題視されているということを伺っております。 

 この市内の各小中学校に、具体的にこういうことがあったらここに逃げなさいというこ



とはちゃんと決めてあるのでしょうか。 

 それともう一つ。先程山野教育次長の答弁の中に、主体的行動ってありましたけども、具

体的にはどういう行動をするように子どもたちに育てていく、教えていこうかとお考えな

のでしょうか、お尋ねいたします。 

○議長（石田德春君） 山野教育次長。 

◎教育次長（山野義一君） 失礼します。海岸から 500ｍ以内にあって、海抜 5ｍ以内にあ

る一番危険だなと思われる神代小学校を例に挙げますと、もし地震が起きて津波警報また

注意報が出た場合には、まずは神社のほうに向かって逃げて、それから高台へと上のほうに

逃げるようにということで、学校のほうでは今それを今までの計画の中に入れ込んで、避難

経路といいますか、それをしております。 

 各学校におきましても、例えば高台にある学校についてはもうそのままそこで待機とい

うことで設定しておりますけど、その危険度によって、また学校の置かれている実態また地

域性によって、それぞれ学校がそれを見直しを図っております。 

 自主的行動ですけど、子どもたちの学校にいる時間は 1 日 3 分の 1 じゃないかなと思っ

ております、約 3 分の 1 ですね。あとの 3 分の 2 は家庭にいるか、あるいは通学してる時

間です。例えば子どもたちが 1 人でいる場合、一番多いのは例えば通学している時間、ある

いは放課後また土曜日、日曜日、子どもたちで遊んでいる時間、その時が特に自主的行動が

求められると思っております。 

 この子どもたちの自主的行動を支えるものは何かと考えた場合に、やはり一番大事なこ

とは、きちっと津波や地震に対する知識をきちっと植えつけること、正しい知識を学ばせる

こと、それがまず大事じゃないかなと思ってます。それはやはり学校できちっと行うべきだ

し、また必要に応じては家庭や地域でも行うでしょう。 

 それと、もう一つ大事なのは、先程平野議員からもありましたけど、形式的にならないよ

うに、やはり学校での訓練を危機管理意識を持って訓練をきちっと行うと。学校の場合には、

今学校で地震があった時、学校で火災があった時を想定して訓練を行ってる場合が多いよ

うですので、やはりこれからはもっと広げて、例えば子どもたちがここにいる場合に地震が

あった時、津波があった時にはこうするのだよということ、そういう指導もきちっとしてい

かなければならないと思っております。そういうきちっとした知識を学ばせたり、あるいは

他の火災に対する訓練等危機意識を持ってきちっとやることが子どもたちの自主的行動に

結びつくのじゃないかな、また育成することにつながるのじゃないかなと考えております。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） 知識的にはそうやって学校の先生たちが教えることは可能だと思う

のですが、具体的にそういう行動といいますか、避難訓練、先程神代小学校のことをおっし

ゃいましたけども、神社のほうに行って、危なければ山、山へと、上のほうへ上のというこ

とでおっしゃいましたけども、そういうことを訓練をされているのですか。 

○議長（石田德春君） 山野教育次長。 



◎教育次長（山野義一君） 今まだ学校のほうには、具体的にこの学校でこういう訓練をし

たということはきちっと全学校把握しておりませんけど、今までの私の経験上からは、その

地震に対する訓練は、例えば地震が起きた時につくえの下に一時避難して隠れて、地震がお

さまったら、その時にいた教員がきちっと安全な場所に誘導する、そういう訓練を行ってお

りましたけど、今後はやはり今までの東日本大震災を受け、またそれできちっと助かってる

学校もありますので、そういうことに習ってきちっと訓練を見直し、また具体的にそういう

時間をかけて今申しました避難経路の確認、そういうのもしていく必要があるかなと思っ

ております。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） その生徒たちが亡くなったという小学校であれば、もう校庭に集ま

って、先生と保護者、またいろんな対立があったということを聞いておりますので、そうい

う事がないように、そういう教育といいますか、先生たちも同じように子どもたちの命を守

るというような格好で考えていただければと思います。 

 ハザードマップについてちょっとお尋ねですが、我々文教厚生常任委員会にて、神戸市の

人と防災未来センターを視察してきました。そこに電子黒板等がございまして、震度 5 以

上ではここまで市が埋没しますよというシミュレーションをずって見てきたのですけども、

そういうことを雲仙市としてはハザードマップを作成してあるのでしょうか、お尋ねいた

します。 

○議長（石田德春君） 菅市民生活部長。 

◎市民生活部長（菅勇二君） 本市におきましては、現在津波による被害想定区域を図示し

たハザードマップは作成をいたしておりません。 

 今後につきましては、現在県が実施しております津波に関する防災計画の変更を待って、

防災マップに津波到達予想ライン等を図示し、指定避難場所あるいは一時避難場所に標高

を表示するよう協議をいたしております。これによりまして、津波に対する避難時の参考に

なるものと考えております。 

 次に、平野議員おっしゃいます津波の浸水シミュレーション等につきましては、現在本市

では行っていないわけでございまして、多額の費用を要するということもございます。 

 自主防災組織につきましては、10 月の自治会長会議でそういったマニュアルを説明をい

たし、避難訓練等に役立てていただきたいということで 10 月に予定をいたしております。 

 以上でございます。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） そのシミュレーションはお金がかかるのでということでございまし

たが、今生徒さんたちのことを最初に私が質問いたしましたけども、やっぱり雲仙市の皆さ

んたちを救うという意味では、例えば震度 5 ではここまで逃げてくださいというような防

災マップ等で作っていただくということがありましたけども、そういうことを具体的に教

えていただくということで今理解してもよろしいですね。 



○議長（石田德春君） 菅市民生活部長。 

◎市民生活部長（菅勇二君） 現在できております防災マップは、こういったマップができ

ております。 

 〔地図を示す〕 

 これは各旧町別に防災マップをこしらえ、全世帯に配付をいたしておるところでござい

ます。これに先程言われます標高とかあるいはそういった危険個所等をつけ加えまして見

直しをしていきたいというふうに思っております。 

 しかし、これについては先程言われます標高等の図示に当たりましては、自治会によくよ

く御理解をいただきながら、10 月の自治会長会議では説明を申し上げますが、ややもしま

すと、ここの危険区域という形の中で標高が低いところいっぱいございます。海抜ゼロｍの

ところもございますけども、そういったところについては今後家がなかなか建っていかな

いだろうというふうな予想ができるわけでございまして、そしてまた地価の下落も招いて

いくわけでございます。ですから、そこら辺十分御理解をいただきながら、こういったもの

を進めさせていただこうというふうに現在思っております。 

 以上でございます。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） 巨大津波が襲った東北の三陸地方では、過去の大震災による津波被

害の経験から、ハードの整備強化に力を入れ、釜石市では 2009 年に約 30 年の年月をかけ

て防波堤を建設しております。 

 岩手県宮古市田老地区は、日本でもトップクラスの防波堤を完成するなど、津波への対策

は万全かのように思えましたが、想定外の被害に見舞われました。当然ながら、防災教育だ

けではすべてではありませんが、不測の事態に備えたハードそしてソフト両面にわたる対

策の重要性は言うまでもないと考えます。どれだけ万全の対策を施しても、想定外の被害が

起こり得るというのが今回の最大の教訓だと痛感をいたします。ハード面の防災対策を講

じつつも、地域の実情に応じた防災計画とともに、日ごろから個々人の防災意識を高めてい

く施策が求められると私は考えます。先程学校の生徒さん、そしてまた市民さんのことをそ

ういう教育といいますか、意識を高めていくことが一番大事なことやないのかなと思うの

ですけども、市長、どういうお考えでございましょうか。 

○議長（石田德春君） 奥村市長。 

◎市長（奥村愼太郎君） 先程も申し上げましたように、これはやっぱり防災に非常に意識

を生徒の時からとにかく学校において浸透させていくということ。先程からずっと申し上

げておりますけれども、これは本当に例えば私どものところでは、これまでこういった津波

被害というのがほとんどなかったわけでございますし、東日本ではこれは何十年かに一回

はあっておりましたので、この認識の違いというのが大きくございます。ですから、先程山

野教育次長が申し上げましたように、地震が来たらすぐつくえの下に隠れるみたいな形の

緊急避難というのは今まで訓練としてあり、あるいはまた防災の一つの知識としてござい



ましたけれども、これからはやっぱり地震の後の津波対策ということも考えなければなら

ないし、またいろんなシミュレーションにおいてどう命を守るかっていうことが考えられ

るわけでございます。ですから、そういったことも含めた教育体制あるいはまた訓練体制と

いうのが必要になるというふうに考えておりますので、それらを含めて新たに根本的にこ

れは見直していかなければならないなというふうに思ってるところでございます。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） 市民の皆様に話をちょっとしていく時に、私もボランティアとして

参加したいのだが、何かお手伝いをすることはないだろうかというお話を伺っております。 

 今、雲仙市も職員の災害派遣を行っておられますが、短期間といえ、抜けた職員の部署は

他の職員が負担をするようになると私は考えます。災害地がどのようなことを要望するか

が一番問題でしょうが、公務員を退職されたＯＢの方々は、今まで培ったノウハウを持って

おられると私は思うのです。人はさまざまですので、したくないと言われる方もおられるか

もしれませんけども、ボランティアをしたいと、その方たちにボランティアに登録をしてい

ただいて活躍していただく、そのようなことは考えられないのでしょうか、お尋ねをいたし

ます。このことは最後の質問のボランティアポイント制度にちょっとつながることであり

ますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（石田德春君） 畑中総務部長。 

◎総務部長（畑中隆久君） 現在、雲仙市が主に取り組んでおります被災地支援のための職

員派遣につきましては、長崎県及び県下の市町で構成をいたします長崎県支援団の一員と

して参加してるところでございます。 

 これは被災地から要請を受けまして、希望される業務や人員数などの内容を双方でやり

とりしながら進められているとお聞きしているわけでございます。このような中、派遣者の

選定に当たりましては、職員の希望を募った上で、各部署で勤務調整を行い派遣をしてると

ころでございます。 

 派遣先での主な活動といたしましては、当初、救援物資の仕分けや避難所支援活動など第

一義的な活動が中心でございましたが、8 月に入りましてから、被災県民の健康管理事務な

どの県庁事務や罹災証明事務などの市町村事務に変わってきております。 

 御提案のＯＢ職員の御協力につきましては、賃金や保険などの問題はございますけども、

平野議員御紹介のとおり、市といたしましても大変助かりますことにより、県と相談し、派

遣可能な業務等がございましたら積極的にお願いをしてまいりたいというふうに考えてお

ります。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） わかりました。 

 次に有明海シャトルライナー事業についてお尋ねであります。 

 現状の運行状況、これからの予定についてであります。まず、皆さんが御存知ない方もお

られますので、本事業の説明を求めます。 



○議長（石田德春君） 中山観光物産まちづくり推進本部長。 

◎観光物産まちづくり推進本部長（中山孝君） 有明海シャトルライナーシーガルの事業内

容についてのお尋ねでございますが、この事業は島原市が長崎県の緊急雇用創出事業臨時

特例基金事業を活用いたしまして、島原半島のジオパークを広くアピールすることや九州

新幹線鹿児島ルートを利用されているお客様を少しでも島原半島に呼び込もうという目的

で、島原半島内のホテル、旅館へ宿泊するお客様や日帰りのお客様も対象としてシャトルバ

スを運行しているものでございます。 

 事業主体につきましては、島鉄観光が島原市より業務委託を受けまして、ＪＲの熊本駅と

島原、雲仙、小浜温泉の間を 1 日 6 往復運行させておる事業でございます。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） 島原市、雲仙市へ旅行客を増やすための事業だということですが、

私が思いますに 6 月までは無料運行だったと、7 月から料金が発生すると聞いておりますけ

ども、利用状況と採算性はいかがなのでしょう、お尋ねします。 

○議長（石田德春君） 中山観光物産まちづくり推進本部長。 

◎観光物産まちづくり推進本部長（中山孝君） 今まさに平野議員がおっしゃったとおりで、

4 月スタートしまして 6 月までは無料運行ということで、7 月より島原温泉までが片道 1 人

500 円、そして雲仙小浜温泉までお 1 人千円の有料運行となっております。 

 そういう中で実績としましては、これ熊本駅発のみの数字でございますけれども、4 月が

1 カ月間で 508 人で 1 便当たり 2.8 人、それから 5 月が 1,030 人で 1 便当たり 5.5 人、それ

から 6 月が 1,118 人で 1 便当たり 6.5 人、7 月が 230 人で 1 便当たり 1.2 人となっておりま

す。特にこの 7 月になって急激に減少しましたのは、有料扱いになったことがその大きな

要因だというふうに思っております。 

 採算性の問題につきましては、島原市の計画によりますと、当初事業効果として、1 便当

たり 10 人の乗車を見込んでおりまして、年間 2 万 1,600 人の宿泊者増ということで計画を

されているようでございます。それをベースにしますと、現在のところ大変非常に厳しい数

字だというふうに理解をしております。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） 私がこのことをお尋ねしたかったのは、今採算性いろいろ説明して

いただきましたけども、島原市の 6 月議会にての質問が何人かの議員にて行われておりま

す。その質問、答弁を島原市長がされております。あくまでもこれは島原新聞の記事の引用

です。 

 「シャトルライナーは本年 23 年度は島原市、来年度は雲仙市の財源で行われます」とあ

ったのですね。県庁に伺いこれを私も調査しましたが、そのようなことは 3 市で協議をさ

れ、本当に平成 24 年度は雲仙市で事業を行う予定なのですか。行うのであれば、私が希望

しますことは、熊本・島原・雲仙経由でなく、私は、熊本・玉名・長洲有明フェリーの国道

389 号線を利用し、雲仙市の観光に役立てる方向で考えるべきだと私は思ってるのですが、



島原市長がこういうふうな答弁をされてますので、ちょっと危惧したものですから、今 10

人見込みが 7 月になったら 1.2 人、1 人しか乗ってないと。こういうことはどうお考えにな

るのでしょうか、お尋ねします。 

○議長（石田德春君） 中山観光物産まちづくり推進本部長。 

◎観光物産まちづくり推進本部長（中山孝君） 島原市の 6 月議会で市長の発言でござい

ますが、これにつきましては私どもも、今議員おっしゃった 6 月 30 日付の島原新聞の記事

で市長がそのような趣旨の答弁をされたということを知りました。 

 島原市からは実質的には平成 24 年度は雲仙市で継続をできないかとの相談があったこと

は事実でございます。しかし、雲仙市の方針というのは、本年第 1 回の定例会で、福田大東

議員からの御質問がございまして、それに対しまして今後の方向性についてはその結果を

見て判断する予定でございますというふうに答弁をさせていただいておりまして、現段階

でもこの方針に変わりはございません。 

 ただ、県にいろいろ確認をいたしましたところ、この緊急雇用創出事業臨時特例基金事業

というのは、仮に継続して平成 24 年度の事業については財源である基金の平成 23 年度ま

での執行残で対応を予定しているということでございますので、果たして平成 23 年度どお

りに平成 24 年度ができるかというのも現段階においては不明でございます。それで非常に

厳しい状況なものですから、我々もいろいろの角度で検討しておりますが、現在苦慮してい

るというところが本心でございます。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） 島原市は、島原市というか島原市長は、決まってないことを議会で

答弁をされているということで理解してよろしいのですか。 

○議長（石田德春君） 中山観光物産まちづくり推進本部長。 

◎観光物産まちづくり推進本部長（中山孝君） 私どもの対応としては、この新聞の記事を

見まして、直ちに島原市の所管課に確認の上、抗議の電話を入れました。そして、副市長に

対しましても説明を求めましたが、今のところまだ返事もいただいておりません。そういう

中で、答弁の真意はわかりませんけれども、私どもとしては大変困惑しているというのが事

実でございます。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） このジオパークとかいろんなことが今展開されておりますので、島

原半島の 3 市はやっぱり足並みをそろえていくべきだと思います。ですから、島原市長の

ことは私はもうとやかく言いませんけども、とにかく今後の有明フェリーの国道 389 号の

観光のあり方を考えていただきたいと思うのですが、そのことはどうお考えですか。 

○議長（石田德春君） 中山観光物産まちづくり推進本部長。 

◎観光物産まちづくり推進本部長（中山孝君） これは今回に限らずなのですけれども、仮

に継続する方向となった場合、当市が継続するとなった場合、まず第一に利用者のニーズに

合ったルートを検討するのが前提ですけれども、私どもとしてはやはり有明フェリーの利



用も含めて検討したいというふうに思っております。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） よろしくお願いいたします。 

 次に、期日前投票制度についてお尋ねします。 

 議長に選挙管理委員会委員長に通告しておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（石田德春君） 平野議員より、選挙管理委員会委員長に対し、質問通告があってお

りますので、山本選挙管理委員会委員長の入場を許します。 

 〔山本選挙管理委員会委員長入場〕 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） 選挙管理委員会委員長にお尋ねいたします。 

 以前ありました不在者投票と期日前投票との違いを簡単に御説明いただけますか。 

○議長（石田德春君） 山本選挙管理委員会委員長。 

◎選挙管理委員会委員長（山本圀弘君） お答えいたします。 

 期日前投票事務についてのお尋ねでございますが、まず期日前投票制度につきましては、

有権者の投票をしやすい環境を整えるため、平成 15 年 12 月 1 日から設けられた制度でご

ざいまして、仕事や旅行、レジャー、または冠婚葬祭などの用務でどうしても投票日に投票

できない有権者が宣誓書に必要事項を記入した上で、期日前投票所において直接投票でき

るという制度でございます。 

 次に、不在者投票についてのお尋ねでございますが、一般的には例えば仕事や旅行など雲

仙市以外の市町村に滞在している方が、雲仙市選挙管理委員会に投票用紙等を請求した上

で、滞在地の選挙管理委員会で投票を行う方法でございまして、また県選挙管理委員会指定

の病院、老人ホーム等に入所している方が、その施設内で投票を行う方法もございます。そ

の他に身体障害者手帳の保有者であって、郵便等投票証明書の交付を受けた方が自宅で投

票し、直接郵送等により選挙管理委員会へ送付する方法もございます。 

 いずれにいたしましてもこれらの制度につきましては、これまでも選挙が行われるたび

に、全世帯配付のチラシなどで周知してまいりましたが、今後はさらにホームページ等を活

用しながら、制度の周知に努めてまいりたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） 説明していただきましたけども、私は期日前投票は少しでも多くの

方に投票していただき、国政・地方選挙に参加していただくことが目的と私は認識しており

ます。 

 住民の皆様と話をさせていただくと、市役所の職員の考え方及び指導マニュアルがまち

まちのようであります。市民が期日前投票に行くと、名前、住所を書き、理由を書くと、本

当に当時はおらっさらんとですかと疑ったようなことを言われる。そして、じいっと見られ

て、住所、名前が書けない、もう行きたくないなどの不満があります。こういうことは御存



知ですか。 

○議長（石田德春君） 山本選挙管理委員会委員長。 

◎選挙管理委員会委員長（山本圀弘君） 先程に引き続きまして御答弁申し上げればよかっ

たのですけれども、期日前投票宣誓書についてのお尋ねでございますが（「違う違う、今は

宣誓するじゃない、今はそういうことを御存知ですかと聞くだけです」と言う者あり）はい、

承知いたしております。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） ですから、そういうことがあるということは、ちゃんと統一をして

いただかないといけないということを私は聞きたかったのです。そのような事例もあるも

のですから、私がお尋ねしますことは、告示の日に、投票入場券が送付されます。投票入場

券の裏に宣誓書なるものが自治体もあるのです。調べましたら、県内に諫早市、大村市、長

与町、時津町の 4 自治体で、入場券の裏に宣誓書を書いて持っていけばそれでできるとい

う制度です。 

 雲仙市も市民の皆様に、選挙の御理解と参加しやすいように、そういう市役所の職員たち

の前でいろんな記入をするのではなくて、裏面の宣誓書にての期日前投票ができないよう

にならないかというようなことの私のお尋ねなのですが、そのことについてはどうお考え

ですか。 

○議長（石田德春君） 山本選挙管理委員会委員長。 

◎選挙管理委員会委員長（山本圀弘君） 大変失礼いたしました。期日前投票宣誓書につい

ては、期日前投票制度は投票するに当たり、公職選挙法施行令第 49 条 7 の規定により、宣

誓書に提出が義務づけられております。 

 議員御指摘のように、高齢者の方などが人前で申請書に記入することは、とても緊張して

書きづらいということもお聞き及んでおります。 

 期日前投票の受付の簡素化や投票環境の改善という点からも、選挙管理委員会といたし

ましては、次期選挙から御指摘のとおり、入場券の裏に宣誓書を印刷したいと考えており、

現在協議検討しているところでございます。さらに、期日前投票所に備えつける宣誓書の様

式につきましても、できるだけ簡素化に努めるよう見直しを行いたいと考えているところ

でございます。 

 以上でございます。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） 次の選挙、国政選挙になるか地方選挙になるかわかりませんけども、

そういうことを実施をしていただくということで確認しておきます。 

 もう一つお尋ねします。先の島原市、南島原市選挙投票の仕方が雲仙市とちょっと違うと

ころがあったのです。というのは、投票所に投票する方が、私がこの人を投票したいと思っ

てもすぐ私忘れてしまう、あるいは間違って記入する、そのことを防ぐために、名刺また新

聞記事などを持ち込んで自分が書く、投票するということが許されてたのです。県選管に確



認をしましたが、自治体においての判断ですとの答えでありました。間違い及び按分などの

手間の簡素化につながり、国政選挙など時間がかかる開票作業には、職員の時間外手当が云

百万円でいかないと思うのです。雲仙市も自分が記入するためのものは、自分が記入するも

のですね、持込み可能を導入してはどんなでしょうかと思ってお尋ねです。 

○議長（石田德春君） 山本選挙管理委員会委員長。 

◎選挙管理委員会委員長（山本圀弘君） ただ今の御質問に対して、投票所内へのメモ等の

持ち込みについてのお尋ねでございますが、投票所内への名刺やメモ等の持ち込みにつき

ましては、投票する本人が候補者の名前を忘れないように持ち込むことは、公職選挙法上特

段の規制はございません。 

 しかしながら、メモとしての常識を超える必要以上の大きな紙に書いたものを持ち込み、

投票所内でメモなどを他の選挙人に見せたり、読み聞かせる行為などについては、公職選挙

法に抵触することになりかねませんので、こういった点を十分御注意いただければ問題な

いと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） では、自分だけ見て書くのはいいということですね。 

○議長（石田德春君） 山本選挙管理委員会委員長退席されて結構です。お疲れさまでござ

いました。 

 〔山本選挙管理委員会委員長退場〕 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） ありがとうございました。 

 がん治療についてお尋ねします。 

 治療費の支払い、ピロリ菌検査についてであります。今や 2 人に 1 人はがんになる時代

とも言われております。それも年齢とともにリスクは高くなります。今やさまざまな取り組

みがされ、早期発見のために無料クーポンなどが配付されております。 

 まず、自分の身は自分が守るという思いから、特定健診の受診をまず市民の皆様にお願い

をして質問に入ります。 

 私が市民の皆様と話をさせていただく中で、がん治療が高くて困るといった言葉があり

ました。私は、高額医療制度があり、8 万二、三千円から超えた分は返ってくるのではとお

尋ねしましたのですが、入院は 1 カ月 1 カ月にて精算し、窓口にて申請をすれば 8 万 100

円プラスアルファということで払わなくて済むが、通院となると 1 回受診に対して抗がん

剤治療なら 6 万円から 7 万円かかるそうです。 

 現代のがん治療を取り巻く環境が変化している現状があります。がん治療は入院でも通

院でも行いますが、医療の進歩に伴い、従来、入院で行っていた治療も通院で行えるように

なってきました。 

 近年、入院治療よりも通院治療が増加傾向にあります。先に述べました治療費、抗がん剤、



放射線治療などを行う治療をするとなると、1 カ月二、三十万円を用意しないといけないこ

とになる。もちろん高額医療費の戻りとして返ってくるのですが、二、三カ月先のことです。

この金額は用意できないから有効な治療方法があるのに途中にて諦めている患者もおられ

ることも伺いました。 

 確かに入院治療でも過去に貸付制度を利用し、高額医療で返ってくれば返済に回す制度

がありました。今はその制度が窓口にて申請すれば、一定額以上の金額は支払わなくてよい

制度に変わっております。よって、通院の治療費も窓口にて申請をし、一定額以上は支払わ

なくてよい制度に雲仙市においてはできないかというお尋ねでございます。お願いいたし

ます。 

○議長（石田德春君） 菅市民生活部長。 

◎市民生活部長（菅勇二君） 現在、雲仙市国民健康保険における支払い制度としましては、

医療機関の窓口で自己負担した医療費のうち、高額療養費に該当する部分を後日、世帯主か

らの請求に基づいて払い戻す高額療養費支給制度がございます。 

 また、70 歳未満の国民健康保険被保険者につきましては、入院時に雲仙市が発行をしま

す限度額適用認定書を医療機関に提示することで入院にかかる 1 カ月当たりの支払い額が

自己負担限度額までとなる限度額適用認定制度がございます。 

 この制度は、市民税課税世帯の場合は、自己負担限度額は先程言われましたとおり、8 万

100 円でございます。医療費総額が 26 万 7 千円を超えた場合は、この超えた額の 1％を 8

万 100 円に加算をした額が自己負担限度額となります。 

 さらに、市民税の非課税世帯の場合、自己負担限度額は 3 万 5,400 円となります。所得の

区分によって自己負担限度額が設定をされておるということでございます。 

 なお、70 歳から 75 歳未満の被保険者の入院につきましても保険証を提示するだけで自

己負担限度額までとなる制度となっております。 

 次に、外来で医療費が著しく高額になった場合や入院時に限度額適用認定書などを提示

をできなかった場合、現金の支払いが困難な場合は、先程申されましたとおり、高額療養費

等の資金の貸付制度がございます。この制度は、被保険者の申請によりまして医療機関から

請求される医療費のうち、高額療養費支払い支給見込み額の 9 割までを無利子で貸し付け

る制度でございます。 

 医療費の支払いの制度としましては、以上のような状況でございます。 

 以上でございます。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） 雲仙市独自でそういう通院のあれはできるできない、そのことだけ

お尋ねしたいのですけど。できるか、できないか。 

○議長（石田德春君） 菅市民生活部長。 

◎市民生活部長（菅勇二君） 通院につきましても現在そういった高額の対応はなされてお

ると思いますので、現体制でいきたいというふうに思っております。高額の入院だけではな



くして通院も対象になっておるところでございます。 

 以上です。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） 通院も窓口にて申請すれば払わなくていい制度になってるというこ

とですか。 

○議長（石田德春君） 菅市民生活部長。 

◎市民生活部長（菅勇二君） ここの国民健康保険の全世帯にガイドブックということで配

っておりますけども、これに詳しく書いてあろうかと思っております。（発言する者あり）

先程言いましたのは、2 万 1 千円未満のため合算はしないということで、2 万 1 千円以上は

プラスに合算をするという制度でございます。 

 以上でございます。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） すいません、ちょっと意味がわかんないのですが、これを詰めてい

くと時間がないものですから。（発言する者あり） 

 最後に、ピロリ菌検査もちょっとやりたかったのですけども、最後にボランティア制度に

ついてお尋ねします。 

 6 月議会にて同僚議員が質問に立ちましたが、その時の執行部の答弁は、いい制度のよう

ですので前向きに検討しますとのことだったと記憶します。その後の進行状況をお尋ねし

たいのですが、もうこれは結構です。 

 同僚議員も話しておりましたが、6 月、霧島市で私も一緒に視察してきました。霧島市は

介護保険料の一部を軽減するというポイント還元制度でありました。7 月に文教厚生常任委

員会にて、徳島県鳴門市のボランティアポイント制度を視察してきました。今後、介護保険

制度がどのようになっていくかわかりませんが、介護保険制度全体を貫く理念は、第 1 条

尊厳維持、自立支援、要介護が尊厳を持って自立した生活が営めるようサービスを給付する。

第 4 条国民の努力義務、国民は要介護状態となることを予防するための健康保持増進、要

介護状態になった場合にも介護サービスを利用して能力維持向上に努める。自立支援と要

介護状態にならないように努力しましょうと言っております。誰もが元気で老後を生活し

たいと考えておられると思いますが、そのためにこのボランティア制度を導入したらいか

がということのお尋ねです。 

 先程述べました鳴門市は、霧島市と違い、ポイントを地域商品券に還元をしておりました。

雲仙市にもゆめみらい商品券があります。これに還元することにより、二重の経済効果があ

ると考えますが、いかがでしょうか。先程市長も、市として長生きするために今施策を考え

ていきたいと答えられましたので、答弁をお願いいたします。 

○議長（石田德春君） 酒井市民福祉部長。 

◎市民福祉部長（酒井忠信君） お答えいたします。 

 6 月の議会で前向きに検討するということで答弁させていただいたわけですけども、第 5



期の介護保険事業計画の期間中、平成 24 年から平成 26 年の導入に向けて実施体制や受け

入れ体制の課題等を整理して、先進地の情報収集に取り組んでおるところでございます。今

後、今まで 3 市並び介護保険の担当者で協議を行ってきておりますので、今後も協議の上、

第 5 期介護保険事業計画策定委員会へ議題として提案する予定ということで聞いておりま

す。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） 前向き前向きということでよくおっしゃいますが、島原市地域包括

支援センターに私もちょっとお話を伺いに行きました。ボランティアポイント制度は 3 市

で協議をされていますということでしたが、いつになるかわからないと私はちょっとその

時考えたわけですね。 

 霧島市では、ボランティアポイント制度に登録して、平成 22 年度に換金された金額 39

万 1,500 円、鳴門市では予算 100 人の満額 5 千円で 50 万円を計画をされてるそうです。そ

の中でまだ 59 名しか登録がないそうです。そう考えれば、広域圏と言わず雲仙市独自で 40

万円、50 万円の予算であれば組めると思うのですが、元気で過ごす方たちが増える医療費

を抑えることができるのではないかと私は考えて、このボランティアポイント制度を勉強

してきたわけですが、最後に市長、ポイント制度についての御意見をお尋ねいたします。 

○議長（石田德春君） 奥村市長。 

◎市長（奥村愼太郎君） ポイント制度については私もすばらしいと思っております。これ

は過去の議会でも御質問になりました。ですから、これをどうするか。確かに今酒井市民福

祉部長も答えましたように、島原半島 3 市でやっております。ですから、これに対しまして

雲仙市は自分たち独自でということもいろいろと意見を言わさせていただいておりますけ

れども、まだそこに結論が達しておりません。ただ、このボランティアポイント制度という

のは、非常に一考に値するものだと思っております。ですから、今後雲仙市で進めていくの

か、あるいはまたこれが島原半島 3 市全体に取り入れられていくのか、これも含めて結論

を出す時期があると思います。ただ、しばらくはこの 3 市と共同体制でまず見つめていき

ながら、雲仙市独自のほうも模索してみたいと思っております。 

○議長（石田德春君） 平野利和議員。 

◆4 番（平野利和君） 消防とか介護とかいろんな形でこの 3 市が広域圏という形になって

ますので、独自というのは難しいかもしれませんけども、ぜひ市長の決断でやっていただき

たいと思っております。 

 終わります。ありがとうございました。 

○議長（石田德春君） これで、4 番、平野利和議員の質問を終わります。 


